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【Ⅰ 現状・課題】 

平成２８年４月に障害者差別解消法が施行され、合理的配慮について、国や地方公共

団体等の行政機関に提供が義務付けられるとともに、民間事業者に対しては提供の努力

義務が課せられました。また、法の施行に前後し、各地方公共団体において、障害者差

別に関する条例が続々と制定・施行されております。 

千葉県では、障害のある人への差別を禁止した全国初となる障害者条例が平成１８年

に制定、翌１９年に施行されました。この条例の基本理念では、障害のある人に対する差

別の多くは、障害のある人に対する誤解、偏見その他の理解の不足から生じていることを

踏まえ、差別をなくす取組みは、障害のある人に対する理解を広げる取組と一体のものと

して行わなければならないこととなっております。また、障害のある人もない人も相互に人

３ 障害のある人への理解を広げ権利を擁護する取組の推進 

◇ 「障害のある人もない人も共に暮らしやすい千葉県づくり条例」（以下「障害者条例」

という。）に基づき、個別の差別事案の解決を図るとともに、差別の背景にある社会慣

行などの問題について、様々な立場の関係者が参加する「障害のある人もない人も

共に暮らしやすい千葉県づくり推進会議」で協議し障害のある人に優しい取組を応援

していきます。 

◇ 障害者条例及び障害者差別解消法の趣旨が県民に広く浸透するよう周知を行いま

す。 

◇ 障害者虐待防止法に基づき、障害のある人への虐待の防止や早期発見・早期対応

に向け、関係機関との連携強化、研修の実施、県民への普及啓発等に努めます。 

◇ 地域における相談支援体制を構築し、生活支援と一体となった権利擁護の仕組み

づくりのため、地域自立支援協議会の充実・強化への支援やネットワークづくりに取り

組みます。 

◇ 障害の有無にかかわらず必要な情報のやりとりやコミュニケーションが行えるよう支

援を行います。平成 29 年 3 月に見直した「障害のある人に対する情報保障のための

ガイドライン」に基づく配慮に努めるとともに広くガイドラインを周知します。 

◇ 平成 28 年 6 月制定の「千葉県手話言語等の普及の促進に関する条例」に基づき、

手話等の普及を促進するとともに、手話通訳者や点訳・朗読奉仕員などの人材の養

成に取り組みます。 

◇ 障害のある人に関するマークの県民への周知と理解の促進に取り組みます。 

 

 

（１）障害のある人への理解の促進 

総合計画から 
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格と個性を尊重し合いながら共生する社会を実現するためには、人権尊重の重要性につ

いて理解を深めていくことが必要となります。そのため、条例の存在やその目指すところを

県民に広めることによって、県民全体で障害のある人の問題を考える機会となることを目

指しています。 

また、障害等により支援や配慮を必要としていることが外見からは分からない方が、周

囲の人に支援等を必要としていることを知らせるためのヘルプカードを作成・配布し、障害

のある人が配慮を申し出やすい環境づくりに努めています。 

さらに、東京２０２０パラリンピック競技大会では４競技（ゴールボール・シッティングバレ

ーボール・テコンドー・車いすフェンシング）が本県で開催されることが平成２７年１１月に

決定し、大会に向けて、県民のパラリンピック競技への関心を高めるため県内各地で競技

の体験会や各種イベントが開催されています。 

しかし、平成２７年度に実施した世論調査では障害者条例の認知率が約２７％であり、

施行から１０年を迎えた現在でも、引き続き、この条例の周知啓発が求められています。 

また、この世論調査において、「障害がある人に対して、障害を理由とする差別や偏見

の有無」について調査を行ったところ、「あると思う・少しはあると思う」と答えた人の割合は

63％にも上り、いまだ障害のある人に対する差別や偏見があることをうかがい知ることがで

きます。 

記憶に新しいところでは、平成２８年７月に神奈川県相模原市にある障害者支援施設

において、多くの入所者が殺傷されるという極めて凄惨な事件が発生しました。逮捕され

た男性は、「重複障害者が生きていくのは不幸」「障害者はいなくなったほうがいい」という

供述をしているとの報道もあり、障害のある人に対する偏見と人権に対する理解不足が原

因のひとつであると考えられます。 

「障害のある人もない人も、誰もがお互いの立場を尊重し合い、支え合いながら、安心

して暮らすことのできる社会」を目指し、東京２０２０パラリンピック競技大会を、共生社会の

実現に向けて理解を深め促進する機会とし、県民全体を巻き込んだ各種の取組を行って

いく必要があります。 

 

【Ⅱ 取組みの方向性】 

①   障害者条例に基づく広域専門指導員・地域相談員による地域に根差した周知啓発

活動や各種広報媒体の使用、人権啓発に関する講演会・研修会の開催を通し、障害

のある人への理解の促進及び障害のある人に対する差別の解消に努めます。また、

障害者条例による各種施策の展開により、各種障害に対する正しい理解や偏見の解

消に取り組みます。 

 

②   パンフレットや「マンガでわかる障害者差別解消法」の配付等を通して、障害者条例

と併せ、障害者差別解消法についても周知・啓発を図るとともに、障害のある人に接
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※相談事案に対応する中での周知活動数も計上していたが、２９年度から

計上しなくなった。 

することの多い福祉関係者へのより一層の周知・啓発を行っていきます。 

 

③   パラスポーツフェスタちば・パラスポーツフォーラムなどの障害者スポーツの体験会、

障害者アスリートとの交流を通じて障害のある人とない人の交流を図り、多くの人を巻

き込みながら、障害のある人への理解促進を図ります。また、東京２０２０パラリンピック

競技大会に向けた一連の取組を、開催後もそのレガシーとして受け継ぐことができるよ

う推進していきます。 

 

④   東京２０２０オリンピック・パラリンピックに向けた都市ボランティアの確保・育成の取

組を進めるなかで、障害のある人が安心してボランティアに参加できるよう、関係団体

と連携し、障害のある人への理解に関する研修の実施などを通して、障害のある人も

ない人も共にボランティア活動に参加できる体制を整備します。 

 

⑤   実際に差別が起こっている事案では、「これは差別にあたる」という自覚がないまま 

差別行為を行ってしまうというケースも見られるため、広域専門指導員による活動で蓄

積した差別に関する報告書をホームページに掲載するなど啓発を行います。 

 

⑥   障害のある人への差別の背景にある制度や慣習などの問題について、障害者条例

に基づく推進会議で議論し、改善を図ります。また、より専門的な分野に関しては、分

野別会議をもって対応します。 

 

⑦   「障害のある人に優しい取組を応援する仕組み」により、障害のある人への理解を

広げるために頑張っている取組を紹介します。 

 

【Ⅲ 数値目標】 

№ 項   目 
２８年度 

実績 
３０年度 ３１年度 ３２年度 

１ 

共生社会という考え方を

知っている県民の割合

（％） 

― ― ― ５０ 

２ 

障害のある人もない人も

共に暮らしやすい千葉県

づくり条例に関する周知

啓発活動の回数（回）※ 

１，２０１ １，０１１ １，０１１ １，０１１ 
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【Ⅰ 現状・課題】 

子どものころから障害のある・なしに関わらず活動を共にすることは、すべての子どもの社

会性や豊かな人間性を育成するうえで大きな意義があり、同じ社会に生きる人間として、お

互いを正しく理解し、共に助け合い、支え合って生きていくことの大切さを学ぶ重要な機会

であると考えられています。そこで、千葉県では、福祉教育への取組等を進める学校を福祉

教育推進校として毎年２０校程度新たに指定し、その活動を支援しています。福祉教育推進

校では、各学校における独自の創意と計画に基づき、車椅子体験等を通して、子どもの理

解と関心を高め、思いやりの心やノーマライゼーションの醸成に努めています。 

また、障害者条例に基づき、１６障害保健福祉圏域に１名ずつ配置された広域専門指導

員が学校を訪問するなどの広報・啓発活動を行うとともに、福祉コースのある高等学校にお

いて特別授業を実施し、障害者条例について周知啓発を行いました。さらに、幼・認定こど

も園・小・中・義務教育学校・高等学校の管理職や人権教育担当者に対し、障害者理解に

関する研修を実施しました。今後も子どもへの広報啓発活動や市町村、地域の自立支援協

議会等の関係機関との連携のあり方について検討をしていく必要があります。 

 

【Ⅱ 取組みの方向性】 

①   福祉教育への取組等を進める学校を引き続き年２０校程度福祉教育推進校として

指定し、その活動を支援します。その際、福祉教育をより効果的に推進するため、同

じ地区の福祉教育推進校と(福)千葉県社会福祉協議会が指定する福祉教育推進団

体が連携・協働する「パッケージ指定」により、地域の社会資源や人材を活用した福

祉教育プログラムの協議・連携・企画・実践を行い、福祉教育を推進します。 

 

②   福祉教育関係者を対象に福祉教育推進養成研修を開催し、福祉教育に関する必

要な知識・技能を身につけるとともに、学校や地域における福祉教育の普及・活性化

を目指します。 

 

③   特別支援学校と近隣の小・中学校等の幼児児童生徒との交流及び共同学習を通

して、障害のある幼児児童生徒と障害のない幼児児童生徒がお互いの個性を尊重し

合い、思いやる心を育て、共に社会を作るための豊かな人間性の育成を目指しま

す。 

 

④   学校における授業等に資するよう、引き続き、幼・認定こども園・小・中・義務教育

学校・高等学校の管理職や人権教育担当者に対し、障害者理解に関する研修を実

（２）子どもたちへの福祉教育の推進 
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施します。 

 

⑤   障害者差別解消法に基づく障害者差別解消支援地域協議会において、障害者

差別解消法の啓発を図り、千葉県社会福祉協議会等と連携し、福祉教育を推進する

ための方策について検討を行います。 

 

【Ⅲ 数値目標】 

№ 項   目 
２８年度 

実績 
３０年度 ３１年度 ３２年度 

３ 
福祉教育推進員養成研

修の修了者数の数（人） 
１９ ４０ ４０ ４０ 

  

 

  

 

 

障害者条例・障害者差別解消法のＰＲ活動 
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【Ⅰ 現状・課題】 

障害のある人の権利が保障されなければならないことは、平成２６年に我が国が障害者権

利条約を締結したことからも明らかです。障害者権利条約は、障害のある人の人権や基本

的自由の享有を確保し、障害のある人の固有の尊厳の尊重を促進することを目的としてい

ます。 

障害者虐待については、障害者虐待防止法において、「障害者の尊厳を害するもの」と

規定され、いかなる理由でもその行為が許されるものではありません。しかしながら、平成２４

年１０月に障害者虐待防止法が施行されて以降、発生した障害者虐待の件数は毎年年間 

２，０００件を超え、虐待の未然防止や早期発見・対応が求められています。そのために、地

域で障害のある人に関わる人々が、権利侵害に対する意識を高く保つことができるようにな

る必要があります。 

障害者虐待防止法が施行されて５年が経過しましたが、未だにそれが虐待行為と認識さ

れず行われてしまうこともあり、虐待を未然に防ぐため、何が虐待になり得る行為なのか、周

知が必要です。また、障害のある人やその家族が孤立しないように、支援体制の構築と養護

者の負担軽減が必要となります。障害者福祉施設等においては、虐待防止マネージャーを

中心とし、内部研修の開催や外部研修への参加、風通しのよい職場づくりなどが有効である

と考えられています。 

また、虐待が発生してしまった場合も問題が深刻化する前に早期に発見し、各関係機関

が迅速に連携、対応する必要があります。行政機関等においては、定期的な人事異動があ

るため、対応にあたる職員の質の確保が必要です。 

障害のある人の中には虐待を受けても被害を訴えられなかったり、それが当たり前になっ

ている場合もあるため、家族や支援者などの周りの人がいかに気づくかが重要となります。

そのため、関係者に虐待防止に関する通報義務を広く周知する必要があります。 

精神上の障害により判断能力が不十分な人が地域で安心した暮らしを送るための権利擁

護の取組のひとつとして成年後見制度があります。成年後見制度の利用状況は、認知症高

齢者や知的障害者、精神障害者の増加を背景に、近年増加傾向にあるものの、その利用

度は認知症高齢者等の数と比較するとまだまだ低いまま推移しています。 

こうした状況から、成年後見制度を、これら成年後見を必要とする人が、より利用しやすい

制度や運用へ改め、制度の利用が促進されるよう、平成２８年に成年後見制度利用促進法

が施行され、市町村は、制度の利用の促進に関する施策についての基本的な計画の策定

や成年後見等実施機関の設立等に係る支援などを講ずることを求められています。 

今後、市町村は、成年後見を必要とする人がどこにいても成年後見制度を利用できるよう

地域における体制づくりを進めていく必要があります。 

また、障害者差別解消法が施行されたことにより、地方公共団体等の職員が障害を理由

（３）地域における権利擁護体制の構築 
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とする差別の禁止に関して適切に対応するために職員対応要領を定めるよう努めることとす

ると規定されました。千葉県においては、任命権者ごとに対応要領を策定し、運用していると

ころですが、市町村によってはこの対応要領をまだ策定していない市町村があります。障害

者差別の克服・解消にむけて合理的配慮の提供を率先して実行すべき行政機関として、ま

だ策定していない市町村は積極的に対応要領を策定する必要があります。 

 

【Ⅱ 取組みの方向性】 

①   虐待を防止し、早期発見するために、市町村や障害者支援施設等に虐待防止アド

バイザーを派遣し、地域における関係者に理解を求め、権利擁護に係る体制の整備

を図ります。また、虐待を発生させないための取組等について助言を行います。 

 

②   虐待が発生した場合においては、障害者虐待防止法の対応スキームに即して、迅

速な対応に努めます。その際には、市町村や警察、労働局とも適宜連携を図り、適確

な対応を行います。虐待を受けた人が複数の市町村にまたがる場合や、県外の場合

などには、必要な調整・協力を行います。 

 

③   家族等の養護者に対する支援の一環として、県民向けの講演会を開催し、虐待防

止や権利擁護への理解促進、啓発を行います。また、当事者等により実施される権利

擁護のための取組を支援します。 

 

④   障害者支援施設等に配置される虐待防止責任者（虐待防止マネージャー）に対す

る研修を実施し、施設内部における研修の実施を支援します。また、各施設における

権利擁護に関する意識の醸造や虐待の発生しにくい環境づくりを支援するため、施

設の管理職に対する研修も実施します。 

 

⑤   改正障害者雇用促進法が施行されたことを踏まえ、労働局と連携を図り、障害者差

別の視点を踏まえつつ、障害のある人を雇う事業所の使用者向けに虐待防止・権利

擁護に関する研修を実施します。 

 

⑥   虐待の通報や届出を受け付ける市町村によって対応に差異が生じないよう、新たに

虐待防止業務を行うこととなった市町村職員に対し、虐待防止・権利擁護に関する研

修を実施するとともに、適宜情報交換を行うことで、虐待防止に関する受付体制の確

保・充実に努めます。 

 

⑦   成年後見を必要とする人本人の状態や生活状況に十分配慮した適切な支援の下

に成年後見制度の利用が促進されるよう、市町村や成年後見業務を担う関係機関へ
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実態調査を行い、市町村の地域における体制づくりに対する支援策の検討を行いま

す。 

 

⑧   成年後見制度への正しい理解が広まるよう、本人や、家族・市町村・市町村社会福

祉協議会など支援者の立場それぞれに応じた研修を引き続き行います。 

 

⑨   策定した職員対応要領の適切な運営に努めるとともに、県職員による障害を理由す

る差別を防ぎ、合理的配慮を的確に行うため、県職員に対する研修を実施します。 

 

⑩   障害のある人にとって最も身近な行政機関である市町村において、その職員による

障害を理由とした差別が生じないよう、まだ職員対応要領を策定していない県内市町

村に対し、職員対応要領の策定を呼びかけます。 

 

【Ⅲ 数値目標】 

№ 項   目 
２８年度 

実績 
３０年度 ３１年度 ３２年度 

４ 
虐待防止アドバイザー派

遣数（回） 
５ １５ １５ １５ 

５ 
職員対応要領を策定した

市町村数（市町村） 
１７ ３９ ４２ ４５ 
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【Ⅰ 現状・課題】 

障害のある人がその地域で自立した生活を送るためには、その障害のある人が求める

ニーズや課題に対応し、必要に応じて適切な障害保健福祉サービス等に繋げていく相談

支援が重要です。 

権利擁護の面においては、相談をどのように受け止め、適切に対応していくのか、市町

村の虐待防止の窓口、差別に関する窓口、その他の相談機関を活用した権利擁護の相

談支援体制を充実させる必要があります。千葉県では、障害者条例に基づき、地域相談

員・広域専門指導員・調整委員会という３層構造の対応体制を構築していますが、県内に

約５８０名いる地域相談員の活動状況の把握やその有効な活用方法を検討する必要もあ

ります。 

相談を受ける機関の職員だけではなく、障害のある人や関係者に対する相談窓口の周

知や明確化も必要となります。障害者条例のみならず、条例に基づく相談員である広域

専門指導員等を周知することにより、相談しやすい地域づくりに取り組むとともに、障害者

差別解消法や虐待防止法に基づき市町村に設置された窓口と連携を図っていく必要が

あります。 

障害者差別解消法に基づき、各地域に障害者差別解消支援地域協議会が設置するこ

とができるとされていますが、自治体により設置の有無やそのあり方などに違いがあり、自

立支援協議会と併せた形で設置している自治体もあります。地域における相談支援体制

の充実のため、自立支援協議会や障害者差別解消支援地域協議会の活性化を図る必

要があります。 

また、ノーマライゼーション理念の浸透や障害のある人の権利擁護が求められるなか、

障害のある人の自己決定の尊重に基づいた支援の重要性は明らかです。障害のある人

の意思を尊重した質の高いサービスの提供に資することを目的とし、厚生労働省は意思

決定支援ガイドラインを作成しました。このガイドラインの相談支援事業所等への周知啓

発が求められています。 

 

【Ⅱ 取組みの方向性】 

①   広域専門指導員や地域相談員の存在について、障害者差別解消法の施行に合わ

せ、同法や障害者条例との周知とともに、関係機関や県民への広報に努めます。 

 

②   障害者差別について、どのような分野の相談があっても適切な相談対応ができるよ

う、様々な分野の地域相談員の確保に努めます。また、地域相談員や広域専門指導

員に対する研修の実施等により、障害者条例に基づく相談体制の充実を図ります。 

 

（４）地域における相談支援体制の充実 
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※精神障害、人権擁護、福祉サービス、商品・サービス、

労働者雇用、教育、建物、不動産分野 

③   障害のある人の当事者団体や家族会等との連携の下、市町村における自立支援

協議会等への相談支援アドバイザーの派遣を通じて、相談支援活動の充実を図り、

障害の種別や当事者の必要に応じた相談支援体制の整備を図ります。 

 

④   相談支援事業に従事する職員へ障害者虐待対応の知識並びに技術の習得までの

権利擁護の内容を含んだ研修を実施します。 

 

⑤   障害者差別解消支援地域協議会が各市町村に設置されるよう、情報提供を行い支

援します。また、設置された地域協議会の事務局となる市町村職員を対象とした情報

交換会を実施するなど、地域協議会の活性化を図ります。 

 

⑥   相談支援の現場等において、意思決定支援が具体的に行われるための考え方な

どが書かれた意思決定支援ガイドラインを相談支援従事者研修などにおいて配付し、

周知啓発を図ります。また、他の研修においてもその活用について検討を行います。 

 

【Ⅲ 数値目標】 

№ 項   目 
２８年度 

実績 
３０年度 ３１年度 ３２年度 

６ 

全分野※の地域相談員

が委嘱されている圏域数

（箇所） 

０ 
増加を目

指します 

増加を目

指します 

増加を目 

指します 

 

 

 

７ 

障害者差別解消支援地

域協議会を設置した市町

村数（市町村） 

１０ ３２ ３８ ４４ 

※事実上の設置済・複数市町村での共同設置を含む 
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【Ⅰ 現状・課題】 

「人材」はあらゆるサービスや事業の根本となるものであり、その「人材」を育成・確保する

ことは、提供するサービスや事業の質を維持する上で不可欠なことです。 

障害のある人とのコミュニケーションを支援する人材としては、手話通訳者、要約筆記者、

点訳・朗読奉仕員、盲ろう者向け通訳・介助員などがおりますが、これら人材の確保、育成

が求められています。 

現在、千葉県においては、障害者総合支援法における地域生活支援事業として障害の

ある人との意思疎通を支援する人材の養成事業を行っています。しかし、研修によっては養

成課程が長期にわたるため、最終過程までに至らず、養成事業修了者が定員を割ってしま

うことがあります。 

そのような中、聴覚障害のある人のコミュニケーション手段の一つである手話を言語のひ

とつであると位置づけた千葉県手話言語等の普及の促進に関する条例（以下「手話言語等

条例」という。）が平成２８年６月に公布・施行されました。この条例では、手話等を学習する

機会の確保や、各種人材の育成等の必要な施策について障害者計画で定めることを規定

しています。手話言語等条例の制定により、手話通訳者については、養成研修の拡大を行

いました。 

 

【Ⅱ 取組みの方向性】 

 

①   手話通訳者については、養成研修事業を着実に実施するとともに、募集人員等の

拡大を図っていきます。手話通訳技術のみならず、聴覚障害者の歴史・文化を理解し、

社会情勢に応じた通訳が実施できるよう手話通訳者の養成に努めます。併せて、現

任の手話通訳者に対しても、今後、派遣依頼の増加により、通訳内容が多岐にわたり、

より専門性の高い内容について通訳を求められる場合が出てくると想定されることから、

様々な場面に対応できるよう、研修の実施等により技術向上を図ります。また、要約筆

記者についても養成研修事業を着実に実施していきます。 

 

②   手話通訳者養成研修に資するため、手話通訳者養成のための指導者育成を引き

続き実施します。 

 

③   盲ろう者向け通訳・介助員については、養成研修事業の内容の充実と受講募集の

周知を図ります。 

 

④   点訳・朗読奉仕員については、養成研修事業の内容の充実と受講募集の周知を図

（５）手話通訳等の人材育成 
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ります。 

 

⑤   失語症者の意思疎通支援について、関係機関と検討していきます。 

 

【Ⅲ 数値目標】 

№ 項   目 
２８年度 

実績 
３０年度 ３１年度 ３２年度 

８ 

手話通訳者・要約筆記者

実養成講習終了見込者数

（人） 

５７ ６０ ６０ ６０ 

  

９ 

盲ろう者向け通訳・介助員

養成講習終了見込者数

（人） 

１６ ２０ ２０ ２０ 

 

10 
手話通訳者・要約筆記者

派遣実利用見込件数（件） 
４５７ ４７６ ４７６ ４７６ 

 

11 
盲ろう者向け通訳・介助員

派遣実利用見込件数（件） 
１，３７６ １，３４３ １，３４３ １，３４３ 

 

12 

点字・朗読奉仕員の養成 

人数と研修回数 
    

 
養成人数（人） ４３ ４６ ４６ ４６ 

研修回数（回） ２ ２ ２ ２ 
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【Ⅰ 現状・課題】 

障害のある人にとっての「障害」は日常生活や社会生活の様々な場面で多岐に渡るもの

です。特に、どのように情報を受発信するか、また、どのように人とコミュニケーションをとるか

ということは、普段の生活を送るうえで重要な事項となります。そのため、障害のある人の情

報・コミュニケーションバリアフリーをどのように確保するのかということが必要となります。 

千葉県では、障害者条例の取組のひとつとして、平成２１年１２月に「障害のある人に対す

る情報保障のためのガイドライン」を策定しました。このガイドラインは、行政の職員などが障

害のある人と情報のやりとりをする際にどのような配慮を行うべきか示すために策定されまし

た。しかし、策定年数の経過により、障害者差別解消法の施行や情報通信技術の発展があ

ったこと等の変化を受け、平成２９年３月にこのガイドラインを改定しました。 

また、障害者権利条約において既に手話は言語のひとつと定義づけられているところで

すが、手話言語等条例の策定により、改めて手話も言語のひとつとして位置付けられたこと、

県の責務として手話等に対する県民理解の促進に努めることなどが規定されました。 

手話言語等条例の策定により、県の広報番組や県議会の放送等において手話通訳者が

設置されているところですが、手話をはじめとした意思疎通手段をどのように県民に知って

いただくか、理解していただくかが重要となります。そして、手話言語等条例のみならず、障

害者差別解消法や障害者条例においても会議等で手話通訳者の受け入れを拒否すること

は、差別にあたり得ることも周知が必要です。 

手話通訳者等の派遣については、障害者総合支援法における地域生活支援事業にお

いて県事業として広域派遣が位置付けられ、手話言語等条例においてその体制の整備が

求められているところです。一方、市町村においては、同じ意思疎通支援事業として手話通

訳者等の人材の派遣事業を行っておりますが、事業を実施する市町村によって派遣の基準

に違いがあります。 

関係法令のみならず、情報通信分野においては、情報機器の発達が障害のある人の日

常生活に大きな寄与をします。そのため、情報機器の使用について支援を行うため、障害

のある人を対象としてパソコン教室の開催・ＩＴサポートセンターの設置を行っております。ま

た、視覚障害のある人、聴覚障害のある人の情報支援の拠点として、点字図書館１か所、聴

覚障害者情報提供施設１か所を県内に設置しているところですが、継続した情報提供を行

うために、施設の安定した運営が必要となります。 

他にも、災害時における迅速かつ適切な情報提供や政治参加のための投票所における

投票環境の向上なども必要となります。 

 

 

（６）情報・コミュニケーションバリアフリーのための普及啓発の促進 
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【Ⅱ 取組みの方向性】 

①   情報コミュニケーションを支援するため、意思疎通支援事業の強化を図っていきま

す。手話言語等条例第１１条に記載されているように、手話通訳者、要約筆記者等の

派遣体制の整備及び充実に努めます。 

 

②   手話言語等条例等の周知を図るため、チラシやＤＶＤなどの資料を用い、広く県民

への周知啓発に努めます。特に県内の中学・高校に対しては、手話等に関するＤＶＤ

を全ての学校に配付し、手話等を学ぶ環境を整えます。 

 

③   手話が県民に身近なものとなるように、簡単な手話が掲載された学習用冊子を作

成・配布し、県民への浸透を図ります。 

 

④   県民が手話等を学ぶ機会を確保するため、県のホームページにおいて、手話を学

ぶサークル等の情報を紹介し、学習機会の確保に努めるとともに、県の職員が手話等

を学習するための研修を実施します。 

 

⑤   地域によって手話通訳者や要約筆記者の派遣に差異がないよう市町村へ働きかけ

を行うとともに、広域的な派遣を円滑に実施できるよう、市町村相互間の連絡調整体

制を整備します。 

 

⑥   障害特性に合ったコミュニケーションを支援するためにヒアリングループ等のコミュニ

ケーションを支える機器の設置を行政機関等の関係機関に働きかけ、コミュニケーショ

ン支援の普及と、それが使える地域の環境づくりを目指します。 

 

⑦   視覚障害のある人向けのパソコン教室について、点字広報紙等により周知を図り利

用者の増加に努めるとともに、ＩＴサポートセンターについても、点字県民だより等の広

報紙を用い、引き続き登録者を増やす等により、障害のある人の情報通信技術の利

用・活用の拡大を図ります。 

 

⑧   災害時の情報伝達については、避難所における防災行政無線や広報車、携帯端

末の緊急速報メール等複数の手段を組み合わせ、障害の区分等に配慮した手段を

用いることとします。また、避難場所への避難や避難所での情報コミュニケーション支

援の取組など、災害時の対応について市町村の取組を促します。 

 

⑨   聴覚障害者・視覚障害者情報提供施設の安定した運営のために、現在行っている

運営費の助成を継続し、施設機能の整備、充実を図ります。 
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⑩   視覚障害、聴覚障害等、各種障害のある人に対し、行政の職員などが障害のある

人と情報のやりとりをする際にどのような配慮を行うべきか示すため定めた「障害のある

人に対する情報保障のためのガイドライン」が幅広く活用されるよう、市町村をはじめと

した関係機関や民間事業者への周知に努め、必要な配慮を行うよう働きかけます。 

 

⑪   放送事業者が放映する番組において、字幕番組、手話番組等障害特性に配慮し

た情報提供の一層の充実がなされるよう、国に働き掛けます。 

 

⑫   視覚障害のある人に選挙権の行使に必要な情報を提供するため、引き続き選挙公

報の点訳版や音訳版を作成・配布します。また、障害特性に配慮した投票所のバリア

フリー化のほか、不在者投票の適切な実施の促進により、投票所での投票が困難な

障害のある人の投票機会の確保に努めます。 

 

⑬   障害の有無に関わらず、誰もがホームページ等で提供される情報や機能を支障な

く利用できるよう、「千葉県ホームページウエブアクセシビリティ方針」に基づき、ホーム

ページにおけるアクセシビリティの向上に努めます。 

 

 

【手話マーク】 

所管：一般財団法人全日本ろうあ連盟 

 

（使用例） 

・ろう者等からの提示 

 「手話で対応をお願いします」 

・窓口等での提示 

 「手話で対応します」 

 「手話でコミュニケーションできる人が

います」等 

【筆談マーク】 

所管：一般財団法人全日本ろうあ連盟 

 

（使用例） 

・当事者等からの提示 

 「筆談で対応をお願いします」 

・窓口等での提示 

 「筆談で対応します」 


